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はじめに

本研究の目的は産業連関的視点から、現在進行中の東アジア地域における経済発展のメ

カニズムを、理論的に解明することにある。

東アジア地域には、現在、制度的にも実質的にも東アジア全域を巻き込むような大きな

経済圏が形成されつつあり、その地域全体としての経済発展が進んでいる。 その中で特に

興味深いことは、東アジア経済圏には多様な経済発展段階にある国々が並列しているとい

うことである。この点は比較的発展段階を同じくするような国家の連合体である欧州共同

体(EU)と比較して、東アジアに特徴的なことである。

さらに、東アジアでは国間の制度的連携よりも、民間レベルの実質的連携の方が先行し

ていて、むしろ後者が前者を牽引するような形で、経済連合が形成されつつあることも、

大きな特徴である。民間レベルの実質的連携は、電気機械産業を中心に、工程間分業、ま

たは生産ラインの分割、という形で進行している(鷲津[9]補足資料参照)。 このような工

程間分業の進展は、一つの巨大な産業連関関係が東アジア全域にまたがって形成されてい

ることを示唆する。

20世紀の半ばに、産業連関表の創始者レオンチェフは、当時の世界経済状況-アメリ

カと西ヨーロッパ経済圏という2大先進経済圏に対するその他の後発経済圏という構図

-をふまえて、産業連関的な経済発展論の展開を試みた(レオンチェフ[l])。 レオンチェ

フの発展理論は、その後、高度経済成長期の日本経済の解明のために、尾崎によって拡張

された(尾崎[2][4][6]、尾崎・石田[3]、尾崎・清水[5])。 日本は高度経済成長期にフルセ

ット主義を取りつつ、完全な産業構造の形成をめざしたと言える。 したがって、尾崎が検

証の対象とした高度経済成長期直後の日本経済は、一つの完結した経済圏の産業連関メカ

ニズムを考察する上で、絶好の検証対象であったと考えられる。

本研究の目的は、こうした過去の研究をふまえた上で、それらの理論研究が現代東アジ
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アの経済発展の解明にどのように適用されるか、レオンチェフと尾崎の経済発展モデルは

現代の東アジア経済の発展経路の説明にどのように変容されるかを考察することである。

本論の内容は、紙幅を考慮して今号と次号に分割して報告する。 以下、今号第1章では

レオンチェフの経済発展モデルについて考察する。 また、今号第2章および次号第1章に

おいて、尾崎の経済発展モデルについて考察する。 さらに次号第2章では、レオンチェフ

および尾崎の経済発展モデルがどのように現代東アジア経済の説明に拡張されるかを考察

し、次号第3章では、本論の考察をふまえて日本経済の今後の方向性について私見を述べ

る。

1. 発展の構造分析1:レオンチェフの「発展の構造分析」

1.1. 産業構造の類型化

レオンチェフは、「投入産出表に示される一国経済の構造的特徴についての最初の体系

的な研究を思いつかせたのは他ならぬ計算の仕事であった。 (中略)数値解を出すのに必要

な計算量を最小にするように、合衆国経済の投入算出表の行と列とを配列しなおす仕事に

着手していた。このような配列替えが、経済全体の中の小単位である産業や部門を結びつ

けている産業間・部門間の取引を非常に鋭く浮き彫りにしたのであった。」(レオンチェフ

(新飯田訳)[1]p. 35)と述べている。

図1-1では産業連関表の中間財取引関係が図示されているが、図中の黒丸は該当する部

門間に中間財の取引関係があることを示す。 この図では、すべての部門が他のすべての部

門に投入物を供給したり、他のすべての部門から投入物を購入したりしている。 しかし、

現実には、各部門が他のすべての部門と均一な中間財取引関係を持っているわけではな

い。実際には、図1-2のように産業間の取引関係がほとんどない部分もある。 さらに図1

-2のような実際の表は、その行と列の配列を並び換えることによって、図ト3に近い形

に整理できることが観察された。

図1-3は、部門間の構造関係にもっとも完全な序列関係のある場合を示している。 それ

によれば、他のすべての部門から投入物を購入する役割の第9部門と、他のすべての部門

に投入物を供給する役割の第8部門とがあり、その他の部門はその間に各役割に近い順に

並んでいる。ここで第9部門はたとえば自動車のように部品点数の非常に多い複合財を生

産する部門であり、第8部門はエネルギーや企業向けサービスのように非常に汎用的、基

礎的な中間財を生産する部門である。 図1-3では、三角形の下部にある部門の中間財が、

順次、加工を加えられて、三角形の上部にある部門の財となり、それが最終消費に供され

る過程を図示している。

また、図1-4では、産業連関表に実際に見られるもう一つの構造的特徴を図示してい
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図111産業連関表模式図(1)

1 2 3 4 s 5 7 * 9 1。 T 1 1 2 1 3 ー4 1 5

1 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

2 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

3 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

A ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

5 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ・ ●

6 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● .●

7 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

8 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

。 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

10 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● .● ●

ll ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

12 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

13 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

ー4 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

15 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

出典:レオンチェフ[1] p. 36

図1-3　産業連関表模式図(3 :三角性

8 4 3 10 13 5 l l 1 1 2 7 . 4 2 6 1 5 1

9 ●

* ● ●

3 ● ● ●

1 0 ● ● ● ●

1 3 ● ● ● ● ●

5 ● ● ● ● ● ●

り ● ● ● ● ● ● ●

. ● ● ● ● ● ● ● ●

12 ● ● ● ● ● ● ● ● ●

7 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

14 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

2 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

6 ● ● ● .● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

ー5 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

8 ● ● ● ● ● ● ● .● ● ● ● ● ● ● ●

出典:レオンチェフ[1] p. 36

図1-2　産業連関表模式図(2)
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1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 ー1 12 .3 14 IS

1 ● ● ● ● ● ● ● ●

2 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

3 ● ● ●

4 ● ●

5 ● ● ● ● ● ●

6 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

7 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

8 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

i ●

10 ● ● ● ●

1ー ● ● ● ● ● ● ●

12 ● ● ● ● ● ● ● ● ●

13 ● ● ● ● ●

14 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

ー5 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

出典:レオンチェフ[1] p. 36

1-4　産業連関表模式図　4 :ブロック三角性

1 2 3 4 5 6 7 6 9 1 0 l l 1 2 1 3 14 1 5

1 ● ● ● ●

2 ● ● ● ●

3 ● ● ● ●

4 ● ● ● ● ● ● ● ●

5 ● ● ● ● ● ● ● ●

6 ● ● ● ● ● ● ● ●

7 ● ● ● ● ● ● ● ●

8 ● ● ● ● ● ● ● ● ●

s ● ● ● ● ● ● ● ● ●

1 0 ● ● ● ● ● ● ● ● ●

l l ● ● ● ● ● ● ● ● ●

1 2 ● ● ● ● ● ● .● ● ●

1 3 ● ● ● ● ● ● ●

1 4 ● ● ● ● ● ● ●

1 5 ● ● ● ● ● ● ●

出典:レオンチェフ[1] p. 36

る。図1-4で示されるのは「ブロック・三角性」のモデルである。つまり、各ブロック内

ではすべての部門が相互依存的に関わっているが、ブロックとブロックの間には三角的な

関係が見られる、という特徴を示す。たとえば鉄鋼ブロックで生産された鉄鋼財が、機械

ブロックに投入されているというイメージである。

レオンチェフによれば、これらの構造的特徴が、コンピュータ計算を簡素化したいとい

う目的で産業連関表の部門配列を整理する過程で、発見されたということである。

1.2. 経済規模と産業構造

次にレオンチェフは「経済の規模が大きくなればなるほど、また進歩すればするほど、
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図1-5　アメリカと西ヨーロッパの類似性
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出典:レオンチェフ[1] p. 38

経済の構造はますます完成した、はっきりしたものになる」(レオンチェフ(新飯田訳)[1]

38)と述べている。この主張の根拠になるのが図卜5である。この図は三角化の順番に部

門配列した1947年のアメリカの産業連関表と、1953年の西欧17カ国をあわせた産業連関

表とを重ね合わせたものである。アメリカ表にはもちろん、西欧でも17カ国の表を統合

することでその表の中に、ほとんどすべての経済活動(部門)が含まれている。このよう

にすべての部門のラインナップが整った経済においては、その産業構造はほとんど同じに

なると、レオンチェフは主張する。

この2つの産業構造の比較からレオンチェフは、投入係数表の国間の類似性について言

及する。つまり、「産業の1つ1つはその産業自身に特有な必要投入物を持っているが、そ

れは(中略)どこの国で操業していても持っているその産業の特徴なのである。」(レオンチ

ェフ(新飯田訳)[1]p.39)と述べている。鉄鋼でもセメントでも電力でも、それを1単位ず

つ作るための投入財とその組み合わせ法はそれがどこの国で生産されても同じということ

である。そしてこの類似性は先進国間についてはもちろん、先進国と途上国の間について

もあてはまるとしている。

従って「後進国経済は、いまや、その経済がどの程度この体系に実際に役立つ部分を欠
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いているかに従って、後進的と定義することができる。 この実際に役立つ部門の欠如は厳

密な経済学の用語で言えば、生産的に投資された資本の総量とその分布とに原因があると

説明される。」(レオンチェフ(新飯田訳)[1]p. 39)つまり、後進国でも各産業の技術そのも

のは先進国と同じであるが、資本蓄積が少ないために一部の産業しか国内に存在していな

いという点だけが先進国と異なる、ということである。 それゆえ、「発展のプロセスは、

本質的に合衆国、西欧、さらにごく最近ではソ連などの先進国経済に体現されている体系

にほぼ近い機械を備え付けたり、建物を建てたりすることにある。」つまりレオンチェフ

は、経済発展とは産業部門の中で抜け落ちている部分を埋めていくことだ、という捉え方

をしている。経済発展によって技術水準が上がり、国民の労働生産性が向上していくの

は、あとから穴埋めされた産業分野(たぶん重化学工業や機械産業)の技術水準が高く、

それらの労働生産性が高いからである。

1.3. 経済発展とスカイライン分析

しかしレオンチェフは「このような完全な発展がない国でも、商品を作ることはない

が、消費することはできる。 なぜなら、それらを輸入できるからである。」(レオンチェフ

(新飯田訳)[1]p. 39)とのべ、とりわけ経済規模の小さい発展途上国では、外国貿易が重要

な役割をもつことを指摘する。 つまり、外国貿易によって自国に不足する消費財(工業

品)を、自国の現存する産業(いずれかの1次産業)の輸出代価によってまかなおうとす

る。このとき、発展途上国の発展戦略として通常言われるのは、1次産業から輸入消費財

を代替する産業への資本移動であるが、レオンチェフにおいてはそれだけの議論にとどま

らない。産業連関の考え方によればそれらの1次産業や輸入消費財を代替する産業に、中

間財取引関係を通じて関わる多くの産業が背後に存在するからである。 1次産業から輸入

消費財を代替する産業-の比重移動は、それぞれの背後に存在する産業間の比重移動をも

引き起こす。このような産業連関的な視点から、ある発展途上経済の開発戦略を考察する

ために、レオンチェフが開発したのが「スカイライン分析」という分析手法である。

スカイライン分析の方法を、尾崎[2](p. 190-192)を若干修正する形で説明すると、あ

る経済の国内最終需要(内需)をYD、レオンチェフ逆行列を{I-A)とすると、内需を

まかなうために直接・間接に必要な生産量ベクトルは、

XyD-d-A)'1yD

つぎに、輸出(E)をまかなうために直接・間接に必要な生産量を示すベクトルは、

XF-(J-A)-

(1)

12)

また、その経済の輸入(〟)によって、その経済では生産されずに外国に依存した生産

量のベクトルは、

A'.. >/-. ! :　11 (3)
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なお、XMはその経済の経済発展に伴う資本蓄積によって国産化される可能性のある生

産量であるo現実の捻生産量XとXYD、XE、XMの間には恒等的に次式が成り立つ。

X-XyD+ApXM(4)

(4)式の各ベクトルの、同じ産業の財に対応する要素をそれぞれxyD、XE、XMとおき、

各要素をxYDで割ることによって、つぎのように変形する。

・≡一・ioo-ioo+
fro

/監100-監100-WO+AE-AM(5)

(5)式では、その国の内需をちょうど満たすある財の生産量を100と基準化している。

ここで、AEはその国の輸出(外国からの需要)をまかなうためのこの財の生産量が、内

需をちょうど満たすための生産量に対して何パーセントであるかをしめす。 また△〟は、

その国の輸入によって、国内で生産されずに外国に依存したこの財の生産量が、内需をち

ょうど満たす生産量に対して何パーセントであるかを示す。 もしXEとxMが等しければA

は100%となり、当該財についてはその国の内需を過不足なく満たす量の生産活動が行わ

れていることを示す。 またxE>xMであれば、Aは100%を超え、Xe^Xmであれば、Aは

100%以下になる。 このようなAはこの産業の自給率と呼ばれる。

すべての産業のAとAM、△Eを並べて示したのが、図116のような「スカイライン図表」

である。図の作成はつぎのように行う。 まず縦軸方向に、内需をちょうど満たすための生

産水準を示すA"-100の日盛りをとるoそしてそこから上方に向かってAEの大きさを目

盛り、つぎにA-+Arの位置から下方に向かってAMの大きさを目盛る。 また、スカイライ

ン図表の横軸には全産業の稔生産額∑Xにしめる各産業の生産額Xの比率が目盛られてい

る。

図1-6にはイスラエル、アメリカ、エジプト、ペルーのスカイライン図表が示されてい

る。図1-6について、レオンチェフはイスラエル、エジプト、ペルーという途上国のスカ

イライン図表では、△100の直線を下回る産業ブロックと上回る産業ブロックの差が顕

著で、ギザギザの図形となっていると述べている。 それに対し、アメリカの図表は平ら

で、平均的に自給線をやや上回る程度になっているが、このことはアメリカの発展が成熟

していることを示す、としているOそして「経済がその発展の一段階から次の段階に移行

するに連れて、"ブロック反応"は低いブロックを高くさせるであろうし、他方、現在ス

カイラインの上にはみ出ているブロックは、次第に他を圧倒させていた高さを失って行く

であろう」と結論づけている(レオンチェフ(新飯田訳)[1]p. 51)cつまり、経済発展にした

がい、スカイライン図表は、△0-100の直線の近傍に水平になるであろうとしている。

1.4. レオンチェフのスカイライン分析に関する考察

前節に述べたように、レオンチェフのスカイライン図表の横軸には全産業の総生産額
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図1-6　スカイライン分析

EXにしめる各産業の生産額Xの比率が目盛られている。 しかし、このことの意味につい

ては、レオンチェフにも尾崎にもその記述が見あたらない。 ここで筆者は、各産業の総生

産額を、その産業における資本ストックの存在量の代理変数と考えて、スカイライン図表

をみることがふさわしいのではないかと考えている。 そして、スカイライン図表の△0

100の直線と縦横の軸で囲まれた長方形の部分を、ある国の資本ストックがすべて内需に

必要な生産物のために稼動しているという、完全自給自足状態を示すと解釈する。 レオン

チェフはまさにこの長方形を各国経済の輸出入への依存状態を比較するための「基準」と

考えたのである。すなわちスカイライン図表は、「国内の資本ストックがすべて内需を満

たすために稼働している状態」を基準として、実際の資本ストックの稼働状況はどうなっ

ているか-輸出(外需)のためにどのくらい稼働しているか、輸入によってカバーされ

ている国内資本の不足分がどのくらいか-を、△0--100の直線に対するでこぼこの程度

で、産業ごとに、視覚的に表示したものと解釈される。

もともとレオンチェフは、途上国に対する経済発展のための処方隻を明らかにするため

にスカイライン分析を提案した。 そしてレオンチェフにおける「途上国」の定義は、「各

産業は先進国と同じ技術を持っているが、資本蓄積が十分でないためにすべての産業がそ

ろっていない国」でということであった。 しかし途上国で、生産の構造に見合うように、

消費の構造(人々の好みないし欲望)が調整される訳ではないので、両者の構造にはギャ

ップが生ずる。そのギャップを穴埋めするのが輸出入の役割であるが、スカイライン図表
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はこうしたギャップの現状を構造的に示したものと考えられる。 レオンチェフによれば、

「経済発展とは資本蓄積によってより多くの産業が国内に形成されていく過程」というこ

とであるが、それは同時にこうしたギャップが平準化される過程でもある。

しかし次号でみるように、現代のアジア諸国のスカイライン図表をみると、ある1回を

取り上げたとき、その国の経済発展に伴ってスカイライン図表が平準化するという事実は

みられない。現在のアジア地域の経済発展においては、レオンチェフの主張は、やや変容

した形で解釈されるべきと思われるが、その点については次号で論ずる。

2. 発展の構造分析2(l):尾崎の「日本の産業構造」(1)

尾崎[2]の研究は、第1章で論じたレオンチェフの発展理論をふまえ、日本の産業構造

分析によってそれをさらに発展させたものである。 本節では尾崎[2]に従って、その内

容を考察する。

2.1. 日本の産業構造の類型化

尾崎はまず、レオンチェフの行った産業構造の類型化がなぜ起こりうるか、という問題

を論ずる。レオンチェフは産業構造の特質として、産業間の連関関係には、ブロック性と

序列性という性質が存在することを指摘した。 また、こうした性質は近代工業の技術の複

雑化(より限定して言えば、多くの中間財部品を必要とするような機械産業が近代工業の

中心となったことで、産業間の取引関係が複雑化したこと)により、もたらされるように

なったのであるが、こうした近代工業技術は、本来、先進国でも後発国でも同じものであ

る、と主張した。しかし、なぜ産業構造がブロック怪と序列性という性質に類型化される

のかという問題がレオンチェフでは明確に論じられていない。 尾崎の第1の研究は、日本

経済を例に取ることによって、この問題一一類型化がなぜ生ずるか-にアプローチしたも

のと位置づけられる。

尾崎はまず、同じ近代工業の技術でも、実際にはそれが定着する国としない国のあるこ

とを指摘する。定着しない国でなぜしないかというと、近代工業技術はどの分野でも「多

種類・多量の中間投入」を必要としているが、それらの国ではほとんどの中間財が低生産

性・低効率でしか生産されないとか、多くの中間財を国内で生産できずに輸入に頼るとか

いう事情がみられるためである。 そこで、このような事情に基づいてつぎのような理論仮

説を導入し、その仮説が日本の産業構造に当てはまるかどうかを、高度経済成長終了直後

の日本の産業連関表を用いて検証した。

本来、経済現象の内部構造には、各部門を相互に連結し、統合するいくつかの系が存在す
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る。この系に沿って、ある日的関数を最大にするように、限られた資源や労働・資本等が順次

投下されていくことによって、その国の構造的発展の軌道が定まる(尾崎[2]p.38)c

高度経済成長中の日本経済は、限られた資源や労働・資本等が各系に順次投下されると

ともに、それぞれの系の一連の流れが完成し、かつ、系と系の連関関係も強められていく

過程である。尾崎が検証の対象とした高度経済成長終了直後の日本の産業構造は、経済発

展の完成形態であったといえる。その後年代が進むと、アジア諸国の経済発展と共に、多

くの日本の製造業が生産拠点を中国等アジア諸国に移動させ、「産業の空洞化」が懸念さ

れるようになってしまう。しかし、尾崎が仮説の検証対象とした高度経済成長終了直後の

日本経済は、空洞化以前の最も充足率の高い産業構造を持ち、検証にいちばんふさわしい

状態であったと評価できる。

以下では、尾崎によって整理された理論仮説を要約する。

尾崎によれば、まず、産業構造の内部には大元の天然資源の違いに基づくつぎの4種類

の「素原材料系」が存在する。

1. 金属鉱石系統

2. 天然作物系統

3. 非金属鉱物系統

4. 原子由天然ガス系統

つぎに各素原材料系統では、製品の加工段階に従って、その系統に属する諸産業が序列

化される。「どのような財生産も、基本的には、素原材料を加工して製品原材料とし、そ

れらが各部門で加工されて、ついに最終生産物(丘nalproduct)に到達するという系列を

辿る」(尾崎[2]p.40)ということである。そして「技術が高度化するほど、生産に必要と

される他部門からの投入は多様化するが、自ずから各商品の主要成分、すなわち主たる投

入(main-input)の数は限られているから、主要な投入と主要な産出物の関係は存在する

であろう。たとえば、食料品の生産に原料として窯業土石製品の使用される筈はなく、ま

た機械類の生産プロセスに、天然耕作物が主原材料として使用されることはない。」(尾崎

[2]p.41)

以上をまとめると、つぎのようになる。

1. 産業構造のブロック性は素原材料の違いを要因として発生する。

2. 三角性(序列性)は各系統内部の加工経路に従って諸部門が配列されるという要因

で発生する。

レオンチェフは、産業構造がブロック性と序列性という性質を持つことを指摘したが、

尾崎は以上のようにそれらの発生要因を、素原材料系統と加工段階という分析概念を用い

て説明した。
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近代工業化が進むと、加工段階が長期化し、より高付加価値が生み出されるようにな

る。これは各ブロック内部での序列性の強まり、ないし相互依存性の強まりと解釈でき

る。またその相互依存性の強まりは、各ブロックの独自的な性質を際だたせるであろう。

すなわち各ブロックは独立性を持つ(ブロック独立性)0 その一方で、工業化によってブ

ロック間の連携も生ずる。 尾崎の説明に従えば、天然作物系統の食料品工業は素原材料の

農産物を加工するが、農産物の生産には化学肥料(非金属鉱物系統)が必要である。 この

ようにして工業化の過程で、天然作物系統に基づくブロックと、非金属鉱物系統に基づく

ブロックが連携を持つようになる。 つまりブロック間の相互依存性が生じる。 以上から、

近代工業化された経済の産業構造の特徴を

1. ブロック内部の強い三角性(序列性)

2. 強いブロック独立性と弱いブロック間相互依存性

という二つの性質にまとめることができる。

以上の理論仮説に従って、産業構造が構成されていることを、尾崎は日本の昭和40年

産業連関表を用いて検証した。

仮説検証では、4つに大別された素原材料系統がそれぞれさらに細分化され、全部で14

の系統に分けられた。

また検証に先だって、各ブロック内部の加工プロセスはより現実的に図2-1のように補

正して記述された。図の(彰の流れは、加工段階の主要部分である。 たとえば原油-ビニロ

ン樹脂-ビニロン紡績糸-ビニロン製品、といった原材料から最終製品までの加工過程で

ある。しかしこの過程の各段階には、②エネルギー投入、③包装材科、作業服、添加薬

品、道具類などの補助材料投入、④機械修理、および(9金融等のサービス業務の投入が必

要である。これらは最終製品の物質的構成要素ではないとしても、その生産工程上の経済

活動を支えるために必要不可欠な投入要素である。 このことが②～⑤の流れとして示され

ている。(彰一⑤の流れは、①の加工過程のみならず、すべての素原材料系統内部の加工工

程に同じく必要とされている。

このような準備のもとで、尾崎は日本の昭和40年産業連関表・基本表にみられる素原

材料別の加工過程を細かく追跡し、上記の理論仮説に基づいておよそ450部門に分類され

た部門の並び替え(再配列化)を行った。 理論仮説に基づく産業部門の再配列化の結果、

産業構造にはブロック性と三角性(序列性)という性質が明確に確認されたため、尾崎は

理論仮説が実証されたと結論づけている。 すなわち、完成された産業構造に見られるブロ

ック性と三角性という性質は、異なる素原材料に端を発する加工経路ごとにあらわれるこ

とが明らかにされた。

尾崎による理論仮説の検証結果は図2-2に要約されている。 図2-2は昭和40年産業連

関表・基本表の再配列表をもとにして措かれた概略図で、メッシュが細かいほど部門間の
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図211素原材料系統内部の加工段階
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図2-2　日本の産業構造
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緊密度が高く、白抜きの部分はほとんど依存関係が兄いだされないことを示す。 この図の

下方の荒いメッシュで塗られた部分は、図211の(彰～⑤の流れを示す。

図中使われているアルファベットの記号の意味はつぎの通りである0

〔M. M〕:中間投入部分(図211の(丑の部分)

〔RM〕:素原材料投入部分

〔E〕:エネルギー投入部分(図211の(彰の部分)

〔Aux〕:補助材料部分(図211の③の部分)

〔Rep〕:補修部分(図2-1の④の部分)

〔S〕:サービス部分(図2-1の⑤の部分)

〔Ⅴ〕:付加価値

〔F. D〕:最終需要部分

尾崎によれば、図2-1のような再配列化の結果、「〔M. M〕部分において、明白な三角性

と5つの大きなブロック独立性の傾向が兄いだされる。 図の〔M. M〕部分において、右上

方はほとんど空自である。 同時に(イ). 最終工業生産物ブロック、(ロ). 鉄・非鉄ブロ

ック、(ハ). 食料ブロック、(ニ). 窯業・土石ブロック、(ホ). その他の繊維、紙、化学

系等のブロックは、近似的にブロック独立の状態に観察された。」(尾崎[2]p. 46)図の

〔M.M〕部分に描かれている細かいメッシュの三角形がそれらの独立ブロックを示してい

る。

しかし、ブロック間に弱い相互依存性の存在することも見逃せない0 〔M. M〕部分の下

方には化学産業が配列されているが、この部分で生産された石油化学製品(樹脂、化学繊

維等)は、高度経済成長中に起こった技術革新による材料革命を経て、ブロックを超えた

中間財供給を行うようになった。 このことが、〔M. M〕部分の左下にある広い荒いメッシ

ュの部分に示されている。

このようにして素原材料系に基づく産業連関表の再配列化によって、1. ブロック内部の

強い三角性(序列性)と、2. 強いブロック独立性と弱いブロック間相互依存性という産業

構造の性質が明らかにされた。

2.2. 産業の技術分類-産業別生産関数の計測-

産業連関表の再配列化のつぎに尾崎が行ったことは、産業別に生産関数を計測すること

と、その計測結果に基づいて産業の技術分類をしたことである。

最も基本的なミクロ経済学で伝統的に用いられる生産関数では、諸生産要素はフレクシ

プルに代替可能でなければならない。 たとえば、労働と資本(機械)を投入して生産活動

が行われる場合、相対的に労働が安い場合には労働を相対的に多く使用し、相対的に資本

が安い場合には資本を相対的に多く使用するという技術が採用される。 このような想定
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は、日本と中国の要素価格比の違いと、そこでの生産現場を思い浮かべれば、かなり妥当

に現実を説明する道具であるように思われる。また、縫製を全自動ミシンか手縫いで行う

といったような比較的労働集約的な生産活動についても、説明力を持った分析手法となる

であろう。

しかし、高度経済成長時代に急速にその重みを増した重化学工業の場合に、フレクシブ

ルに要素代替を認めた生産関数はその生産活動の記述にそぐわない、と尾崎は考えた。重

化学工業の特徴は、大規模な資本設備を必要とする、ということである。たとえば鉄鋼業

で鉄鋼を生産するには大規模な高炉建設が行われなければならず、資本が稀少だからとい

って、それを労働で代替できるわけではない。また、高炉などの資本設備は、いったん建

設したらそこに必要な要素投入量と生産量は、設計値によってある程度固定され、需要に

合わせて生産量をフレクシプルにコントロールできるわけではない。装置産業の資本設備

にこのような固定的な生産規模の存在することは、尾崎・清水[5]において「plantの不

分割性」の計測として確かめられている。このように考えると、実際の個別産業につい

て、その生産活動を記述するための生産関数を定式化しようとすると、伝統的な生産関数

の定式化だけでは不十分である。

そこで尾崎はまず、工業統計表の個票に基づいて、すべての産業についてつぎの2種類

の生産関数を測定した。(以下の記述は尾崎[2]第11章に基づく。)

1. L-a,X¥K-aKXpK:要素制約型(尾崎塑)生産関数

2. X-αLγ・LRfKコブ・ダグラス型生産関数

1. は「労働や資本の投入量は生産量の水準に応じてそれぞれ独自に決められる」という

ことを表していて、労働と資本の間に代替性がないol・は、&-1,&-1のとき、要素投

入量が生産量の固定比になるというレオンチェフ型生産関数になるPlorPk<1のとき

は労働または資本の投入面に規模の経済性が働き、PlorβK>1のときは労働または資本

の投入面に規模の非経済性が働く。

2・は経済学で伝統的な要素代替を認めたコブ・ダグラス型生産関数であり、71+7k>1

のとき規模に関する収穫逓増、71+7*-1のとき規模に関する収穫不変、n+7k<iのと

き規模に関する収穫逓減の性質をもつといわれる。

産業連関表大分類の54部門について上記2種類の生産関数を測定した結果、尾崎は、す

べての部門が1.の要素制約型生産関数がよく当てはまる部門か、2.の要素代替型生産関

数がよく当てはまる部門かのどちらかに大別されることを発見した。さらに、それらの推

計パラメタを詳細に検討し、すべての部門をパラメタが類似の数値をとる5つの小グルー

プにまとめた。尾崎はこのようなグループ分類は、各産業の"生産技術"の違いに応じて

生ずると考える。尾崎によって各グループの"生産技術"に対して与えられた名前、およ

びその特徴はつぎの通りである。
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表1表　生産技術の型

表21　尾崎型生産技術の型

1

K
塑

K

翠
j襲

/̂=<?:i

tu

(イ ) 大容量処理型技術 (K b ( I ) 壁 )

技術 のタイプ .部 門名

(1 )生産関数のパラメタ (2) (昔 ) j

1 95 1一一- 19 6 8
平均

技術特性βL

L - n jX '1

βK

K = a kX "

H I l. 電力 0ー12 0 .80 17 ー43 i ) 計測式 : (1) L = O ,X ' L. K - O kX サk

K I 2. 都市 ガス .水道 0 .6 8 0 .73 2 ー59 il) パ ラメタ特性 = β,< 1 , # K < 1

K I 3. 石油製品 0 .2 7 0 .65 14 ▼7 6 iii) パ ラメタ侶 : βLを0 .2- 0 .3

K ( I 4. 有機基礎化学薬品 0 .3 3 0 .72 5 .70 iV ) 資本集約度 : (K / L ) の値が大 (> 3 )

K I 5. 化学合成硯維原料 0 .10 0 .84 3 .89

K ( I ) 6. 0 .3 0 i> SO 3 ▼8 6

K ( I ) 7. 非鉄金属一次製品 0 .3 8 0 .73 3 .84

(ロ ) 大規模組立生産型技術 K " 1 塑 )

技術の タイプ .部門名

(1 )生産関教のパラメタ (2) 言 ) j

1 95 1- 19 6 8
平均

技術特性βL

L ' a j i"

βK

K = a KX >ォ

K ( I 8. 造船 0 .0 7 0 .80 1.1 " i ) 計測式 : (1) L = O lX ' L, K = a KX n

a K ( I 9. 自動車 0 .4 6 0 ▼70 2 .12 il) パ ラメタ特性 : βLく 1 , ォ* < !

*
ォ

K I 1 0. 一般機械 0 .5 2 0 .88 O .<¥2 Hi) パ ラメタ値 : ♂, ft 0 .3- 0 .5

ォ K C I l l. 電気機械 0 .5 5 0 .9 1 1 ー0 0 iV ) 資本集約度 : (g j D の億は中程度 ォ 3 )

壁 K I 1 2. 精密樺械 0 .5 3 0 .97 0 .5 9

技
*

K I 1 3. 0 .2 6 0 .59 2 ー0 7

K 1 )1 4. 捕 . 鉄拳ト 0 .3 3 0 .79 2 ー2 6

K

(ハ ) 資本使用型技術 k n 型 )

技術の タイプ l部門名

(1 )生産関数のパラメタ (2) (菩 ) j

1 95 1一- 1 96 8
平均

技術特性βL

L = 0 LX *1

βK

K = a KX サK

k m i s. 顔転 0.13 1 .03 3 .0 7 i ) 計測式 : (l) -L - O iX ' , K - O kX "

Ⅲ K ( n )i 6▼パル プ - 0.2 9 1 .23 ;v ォ* il) パ ラメタ特性 = β,.< 1 , βT'> 1

壁 K ( n )i 7. セメン ト 0.0 8 1 .03 9 ー0 7 iii) パ ラメタ値 = βlォ l

K ( 汀 1 8. 無根基礎化学薬品 0.0 4 1 ▼0 1 2 .7 1 iV ) 資本集約度 : (K / L ) の債は大

K { 11 )1 9. 化学肥料 - 0.7 1 1 .7 1 4 .9 7

K ( n )2 0. 石炭製品 一0.0 9 i ivr 1 .5 0

K ( □ 2 1. たば こ 0.18 2 .30 1 .8 3

i

千

(ニ ) コプ . ダグラス収益不変塑 L- K ) 型 )

技術の タイプ .部門名

(1) β0

号 = ォ (群 0

(2) (言 ) j

1 95 1-ー1 96 8
平均

技術特性

L- K 22 . 農林漁業 0 .6 7 0 .4 6 i ) 計測 式 : (1) X .′ (K /L ) f

甚 L- K 23 . 石炭 . 亜炭 0 .5 6 0 .9 0 il) バ ラメタ特性 :一 次同次性

型 Ir K 24 . 原油 . 天然ガス . 鉱物 0 .6 4 0 .5 6 iii パ ラメタ債 : βn > 0.5

L- K 25 . 製糸 0 .7 0 0 .5 9 iV ) 資本 集約 度 : <K /L ) の値が小 ォ 1)

L- K 26 . 動植物油脂 0 .6 9 1.9 1

L- K 27 . 製材 . 合板 0ー7 8 0 .6 8

L

(ホ ) 労働使用塑技術 (収益逓増 ) (l (i) , l (n ) 型)

技術の タイプ .部門名

(1 ) (2) 音 )j

1 95 1 - 196 8
平均

技術特性γL - γK

X = a L nK "

L 1 )2 8 . 建設 .土木 0 .7 5 0 .45 0 .2 5 i ) 計測 式 : X = O L " LK "

L
I L ( I )2 9

L I 3

肉 l 酪農 RFT

水産食 品

0 .4 4

0 .9 0

0 .6 1

0 .48
1.5 2

0 .5 9

A ) パ フメタ特性 . γL+ γK > l

iii) パ ラメタ値 = γ1 < 1, γK< 1型 塑 L I 3 運輸 0 .7 0 0 .67 1.0 4 iV ) 資本 集約度 : (K /B の億は 1 前後

育 L ( I )3 2 塗料 0 .5 8 0 .73 1.5 1

働 L I 3 ゴム製 品 0 .9 9 0 .63 0 .9 9
負 L ( I )3 4 ガラス製 品 0 .4 4 0 .88 1.4 6
約
S I
技
ォ

L I 3 その他 の製造業 0 .8 3 0 .93 0 .7 8

L

L ( ll )3 その他 の輸 送機械 1.3 1 0 ー54 1.0 i ) 計 iRq式 : X = a L "LK "

u n )3 金属製 品 1.3 5 0 .3 0 0 .4 9 ii ' ラヾ メタ特性 : γL+ y K> 1

L ( ll )3 皮革 . 同製 品 2 .2 1 ー0 .0 7 0 .4 い 玩 ) パラメ タ債 : y L< L γK < 1

L ( n )3 家具 1.8 2 0 .4 4 0 .4 0 iV ) 資本集約度 : (震X /D の債 は小 ォ 1)

L ( n )4 0 その他木製 品 2 .3 3 0 .6 8 0 ー2 6

L n 4 和製 n , 1.2 9 0 .5 6 0 ー7 2

L ( n )4 2 陶磁器 1.3 9 0 .5 5 0 .5 1

L ( n )4 3 建設用土石 製品 1.5 9 0 .9 6 0 .5 7

n i n 4 その他 の土石製 品 l.$ r 0 19 1.1 5

型
L ( n )4 医薬 品 I ll ) 0 .8 0 1.2 5

l n 4 放物 .染色 .その他の繊維製品 1ー7 5 0 .6 3 0.7 9

l n 4 衣服 . 身週 品 1.9 3 0.2 8 0 ▼3 1

l n )4 印刷 l 出版 1ー4 3 0.2 7 0.5 7

L ( n )4 9 千 .I ffi .1 食 fl ii 1ー2 6 0.3 5 0.6 5

L ( n )5 卸売 . 4 、売 1.9 5 0▼8 4 0.6 5

u s 金融 .保険 1.6 0 0.2 2 0.7 0

U i s 通信 3.3 8 0.0 8 0.1?

出典:尾崎[2] p. 117-8
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(1)資本集約型(K塑)技術

1.K(I-B)型:"大容量処理型技術"労働投入に強い規模の経済性が働き、資本集約

度の高い産業。 石油化学工業、鉄鋼業、電力など。 Bはベイシックな基礎素材産業

を表す。

2.K(I-M)型:``大規模組立生産型技術"労働投入に規模の経済性が働き、資本集

約度が高いが、K(I-B)型産業ほどではない。 ほとんどの機械産業。 Mは機械を

示す。

3.K(II)型:資本使用型技術:労働投入に規模の経済性が働くが、資本投入は規模の

非経性が作用、資本集約度は相対的に大きい。 パルプ、セメント、無機化学、石炭

製品等、伝統的な中間財部門。

(2)労働集約型(L型)技術

4.(L-K)型技術:規模に関する収穫不変の要素代替型技術を持つ。 農業などの一次

産業。

5.労働使用型(L(I)型、L(II)壁)技術:規模に関する収穫逓増の要素代替型技術

を持つ。 資本集約度の値が小さく、労働吸収力が大きい。

各技術グループに属する部門の生産関数の推計パラメタは、表2-1の通りである。

2.3. 日本の経済成長メカニズム

尾崎による発展の構造モデルは、2.1節における部門を再配列化した産業構造の図式と、

2.2節の部門別生産関数の計測に基づく技術分類に基づいて、つぎのように説明できる。

図213は、尾崎が再配列化した日本の産業構造図式(図2-2)をさらに簡略化して表し

たものである。 図中塗りつぶしのある部分は、中間財の取引関係が多くあることを示す。

主にブロックごとに三角形に塗りつぶしがされているが、下方の広い四角形の塗りつぶし

部分は、エネルギー、補助材科などが各ブロック、各加工段階に普遍的に投入されている

こと(図2-1の②～⑤の財の流れ)を示す。 また、化学原料ブロックの横に広がる長方形

の塗りつぶし部分は、高度経済成長時代に特徴的な技術変化である材料革命(天然繊維や

木材などの天然素材が、化学繊維や樹脂類などの人工素材に置き換わっていくこと)の結

果として、化学原料がその他の部門に普遍的に投入されるようになったことを示す。 ま

た、高度経済成長の結果、最上部に位置する機械および鉄鋼産業の比重が著しく重くなっ

た。さらに、70年代～80年代までに、最上部のブロックの中でも最上部に位置する組立

機械産業(自動車、電子・電気機械産業)の比重が上昇し、いわゆる産業構造の高度化が

みられた。

図中、濃い塗りつぶしのあるブロックはその生産過程で、2.2節で述べた規模の経済性

が強く働く分野(K(I)型技術を持つ部門)である。 一見して言えることは、ブロック三
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(規模の経済性)

エネルギー

補助けf-

サービス

図2-3　産業連関表による経済構造の模式図

角化された日本産業構造の上部と下部に規模の経済性が強く現れる部分が位置している。

間に挟まれて位置する、中間ブロック(食料品産業、繊維産業など)は、尾崎の技術分類

によれば労働集約型(L型)技術を持つ部門群である。 また、最上部の機械一鉄・非鉄ブ

ロックについてさらに細かく注目すると、このブロックの上部には組立機械産業、下部に

は鉄-非鉄産業というように、尾崎のいうK(I)型技術を持つ部門群があり、間に挟ま

れる形で機械部品を生産するブロックが位置している。 よく知られているように、機械部

品は中小の町工場で生産されており、機械産業の中では、労働集約的な生産が行われてい

る。

このようにブロック化された日本産業構造をみると、全体として上部と下部に規模の経

済性がはたらく部門、間に挟まれる形で労働集約的部門が位置している。 同じことは、高

度経済成長期以後の日本経済を牽引していて、産業構造の中で重い比重を占めている機

械一鉄・非鉄ブロック(図2-3の最上部の三角形)の内部構造についても当てはまる。

このように産業構造を整理することは、日本経済が二重経済化(これは多くの発展途上

国にみられる経済問題であるが)することなく、なぜ素早い経済成長を遂げることが出来

たかをよく説明するのに役立つ。 高度経済成長期の特徴は「投資が投資を呼ぶ」といわれ

た、企業の強気で活発な投資意欲であった。 その投資意欲によって、産業構造の最上部に

位置する組立機械産業に大規模な需要が発生した。 この需要を受けての大規模生産は、K

(I-M)型技術を持つ組立機械産業にスケールメリットの追求による効率化をもたらし

た。三角性上部に発生した大規模需要は、三角性下部の諸部門にも波及する。 製品の大規
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模生産は、原材料・中間部晶の大量生産も引き起こすからである。 この波及効果は、三角

性下部に位置するK(I-B)型技術を持つ化学原料部門を中心とするブロックに影響し、

ここにも大きなスケールメリットをもたらした。 同様のことは、日本経済の主要部である

機械一鉄・非鉄ブロックの内部構造についても当てはまる。 つまり、上部の組立機械産業

のスケールメリットが、下部の鉄一非鉄産業のスケールメリットを諌発した。

しかし、スケールメリットの追求は、労働阻害的な現象である。 とりわけ、K(I)型技

術の大きな特徴は労働に関する規模の経済性が強く働くことにあり、この分野の生産規模

が大きくなるほど労働の省力化は一層進み、生産規模の増大に見合った労働需要の増大は

見込めない。このとき、中間部に労働集約的な部門群が存在することは重要な意味を持

つ。三角性上部に発生した大規模需要の波及効果が、労働集約部門にも必ず及ぶからであ

る。三角性上部からの波及効果によって、このブロックで大規模な労働吸収が行われる。

労働需要の増大により、雇用者所得が上昇し、所得の増大は消費需要の拡大をもたらす。

この消費需要によって、組立機械産業の製品に対する大規模な国内市場が形成される。

"三種の神器(電気冷蔵庫、電気洗濯機、白黒テレビ)"とか"3C(カー、クーラー、カ

ラーテレビ)時代"などの用語はこうして形成された家電の国内市場を意味するものであ

る。このような国内市場の形成が、上記の波及メカニズムの効果を一層強めることは言う

までもない。また、同様のことが、日本経済の主要部である機械-鉄・非鉄ブロックにお

ける中4、の部品工場での雇用吸収に対しても当てはまる。

高度成長期の日本経済では、三角性上部の需要拡大が下部に波及して、経済全体的なス

ケールメリットの追求と雇用吸収とが両立するというメカニズムが強く働いた。 このメカ

ニズムは、本来、中間財の相互依存関係を通じて発生する技術的なものであり、日本だけ

でなくどこの国でも生じうる。しかし日本の場合、この技術的メカニズムが、企業間の系

列関係という制度的メカニズムによって、一層強められたことが特徴的である。 一般に高

度経済成長期の日本について論ずるとき、戦前の財閥の遺構である銀行を中心とした企業

間の系列関係が重要視されている。この系列関係は、大企業と中小企業の関係であり、ブ

ロック三角性の上下部と中間部の連携にちょうど対応している。 そして、この関係が適正

に保たれるように、高度経済成長期に通産省は、産業政策の一環として中小企業へのテコ

入れ策を行った。このように、高度経済成長期には、技術面の産業連関関係と制度面の企

業系列関係とが関連を持ちながら、効率的な産業構造の形成がなされたといえる。

この効率的な産業構造メカニズムのキーポイントは、三角性上部の部門に大規模な機械

需要が発生することである。この需要の刺激が、産業構造を通じて全経済体系に効率的に

循環したために、日本の高度経済成長は実現した。 しかし、高度経済成長が終了すると、

機械に対する国内需要は停滞する。それにかわって、70年代後半から80年代にかけては、

機械の国際競争力が増し、国内需要に取って代わって輸出需要が経済の牽引役を担うよう
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になった。しかし90年代になると、アジア諸国のキャッチアップによって機械産業の国

際競争力が失われたため、三角性の上部産業に対する輸出需要が減退した。 すると、産業

構造の循環メカニズムは機能不全に陥ってしまい、経済の効率性が失われてしまった。 こ

のことが、バブル経済崩壊後の不況を長引かせた要因の一つであると考えられる。 (以下、

次号へつづく。)
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上げると共に、先生のご冥福を心からお祈り申し上げます。
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